資料１
財政運営ＷＧでの検討事項及び今後の方向性について
第１回財政運営ＷＧ（平成26年1月14日）
■保険財政共同安定化事業において所得割を導入した効果について
　○被保険者１人当たり3,144～▲5,218円／年の効果額。参考資料１－１
　○理論上は、所得による保険料格差の平準化に寄与しているが、平成24年度においては、概ね半数の市町村において、保険料（税）設定時において、保険財政共同安定化事業の収支差が見込まれておらず、保険料（税）の平準化についての十分な効果がでていない。


■保険財政共同安定化事業における今後の取組み【案】
　○平成27年度からの保財共事業の１円化に伴う事業規模の拡大による拠出額、交付額の増嵩を見据え、さらなる保険料（税）算定への適切な反映を推進。

　　・各保険者においては、保財共事業の収支差についての保険料（税）算定への適切な反映。
　　・府は、保財共事業による拠出額・交付額の保険料（税）算定への適切な反映を条件とする

　　　調整交付金の交付により、保険料（税）算定への適切な反映を支援。

第２回財政運営ＷＧ（平成26年3月7日）
■府内市町村国保保険料標準化指数（大阪府試算値）参考資料１－２
　　・府内平均所得による保険料額：81,657～138,139円／年（H24医療分＋後期分）

　　・府内最大格差　１．６９

■保険財政共同安定化事業において、対象医療費を１円以上とした場合の拠出割合ごとの

　拠出額のシミュレーション　参考資料１－３
　　・（例）所得割50：被保険者割り50：医療費実績割0の場合（平成24年度）

　　　　　１人当たり効果額16,502～▲43,064円／年（現在からの影響額10,746～▲31,692円／年）


■今後の方向性について【案】
○平成29年度からの都道府県化にあたっては、大阪府及び府内市町村の総意である

「府内統一保険料率」が実現する前提で議論。
○府内統一保険料率を導入する場合、被保険者への急激な負担増加を避けるためには、所得水準による調整を含む更なる財政調整は不可避。


　○以下の課題や問題点に留意しつつ、平成26年度も引き続き議論を行う。
　　・保険財政共同安定化事業の拠出方法において、所得割を拡充するか否か。

　　　また、府普通調整交付金での財政調整はどうするのか。

　　・保険財政共同安定化事業の規模が１円以上の医療費に拡大すること、及び拠出方法に所得割を導入する場合はそのことによる、府特別調整交付金による激変緩和措置の手法をどうするか。
